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１．はじめに

　2007 年 4 月にがん対策基本法が施行さ
れ、同年 6 月に閣議決定されたがん対策推
進基本計画（第一期）、そしてこれを受け
て策定された都道府県がん対策推進計画

（第一期）（以下、第一期計画とする）では、
死亡数／率については、国および 44 都道
府県の計画で記述されているものの、罹患
数／率は 19 県、進行度（診断時のがんの

拡がり）は 2 県、生存率は 6 県のみと、地
域がん登録資料の利活用は乏しかった。1)

　2012 年 6 月には、がん対策推進基本計
画（第一期）の策定から 5 年が経過したた
め、国では本計画を見直し、がん対策推進
基本計画（第二期）の策定が行われた。そ
の後、各都道府県においても、第一期計画
が見直され、都道府県がん対策推進計画（第
二期）（以下、第二期計画とする）が策定
された。そこで本研究では、第二期計画に
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は 39 道府県、進行度では 10 府県、生存率では 24 府県で、都道府県がん対策推進計
画（第一期）と比べて大幅な増加であった。分野別施策の目標設定では、喫煙率の
目標値は47都道府県で記述されていたが、地域がん登録資料を用いて算出可能である、
がん検診の早期診断割合とがん医療のがん診療連携拠点病院等のカバー率の目標値
は、いずれの県においても認められなかった。効果的ながん対策を実現するため、
次期計画の策定に向けて、地域がん登録資料を含めた既存資料の利活用をより一層
進めなければならない。

都道府県がん対策推進計画（第二期）
における既存資料の活用状況

井岡亜希子
琉球大学医学部附属病院がんセンター

要 旨

48



JACR Monograph No.21
第 1部：論文集

おいて、人口動態死亡統計や地域がん登録
資料などの既存資料がどのように活用され
ているかを明らかにし、第一期計画におけ
る活用状況と比較する。

２．方法

　各都道府県のホームページで公表されて
いる第二期計画について、①がんの現状把
握、②がん死亡率の減少率を定量し反映さ
せた全体目標（がん死亡率の減少）の設定、
③分野別施策の中間目標の設定、における
既存資料の活用状況を、2014 年 10 月から
12 月にかけて調査した。
　①では、がん統計（死亡数／率、罹患数
／率、早期診断割合、生存率など）がどの
ように活用されているかを調べた。第二期
計画策定時では第一期計画策定時と異なり、
がん統計の変化を踏まえてがん対策の課題
を明らかにし、企画する必要があることか
ら、特に、がん統計の推移が観察されてい
るかどうかに着目した。なお、2 つ以上の
集計単位年のデータが表示されている場合
に、「推移の記載あり」とした。
　②では、がん年齢調整死亡率の自然減算
定の実施有無を確認した。がん年齢調整死
亡率の自然減とは、従来のがん対策による
死亡率減少の意である。がん死亡率の自然
減の算定については、国際疾病分類第 10
版（ICD-10）が採用された 1995 年からの
がん年齢調整死亡率が安定しているため、
1995 年から最新年までの推移に回帰式を

当てはめるなどして、全がんの傾き（年当
たりの変化比や年平均変化率）を求め、計
画終了年の値を推計する。新たに推進する
がん対策によって、自然減に 10％程度の
上乗せをしたものを全体目標（がん死亡率
の減少）とする 2) ことから、自然減の算定
は重要である。
　③では、分野別施策の目標値設定におけ
る既存資料（特に、地域がん登録資料や国
民生活基礎調査）の活用状況を調べた。分
野別施策とは、がん死亡率減少に大きく寄
与する施策で、喫煙対策、肝炎肝がん対
策、がん検診、がん医療の 4 つの施策であ
る。2) また、各施策の中間目標とは、喫煙
対策では喫煙率の半減、肝炎肝がん対策で
はインターフェロン治療完遂率の向上、が
ん検診では早期診断割合の増加、がん医療
では地域におけるがん診療連携拠点病院等
のカバー率の増加である。進行度とは診断
時のがんの拡がりのことで、地域がん登録
では、上皮内がん、がんが原発臓器に「限
局」している、「所属リンパ節転移」を認
める、「隣接臓器浸潤」がある、「遠隔転移」
を認める、の 5 つに分類しており、早期診
断割合は、罹患数または進行度判明例にお
ける、「上皮内がんおよびがんが原発臓器
に『限局』している症例」の占める割合と
した。地域におけるがん診療連携拠点病院
等のカバー率は、当該県全体の新発届出患
者における、がん診療連携拠点病院等の主
治療実施件数の占める割合とした。
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３．結果

1．がんの現状把握（表 1）
　がん年齢調整死亡率（75 歳未満かつ／
または全年齢）の推移は 46 都府県で示さ
れているも、年齢調整罹患率では 8 府県、
早期診断割合または限局割合では 3 県、生
存率では 7 府県と、死亡率以外のがん統計
の推移の記述は 10 県未満であった。一方、
単年／年束値の記述も含めると、罹患数／
率では 39 道府県、早期診断割合または限
局割合では 10 府県、生存率では 24 府県で、
第一期計画と比べて、県の数は 2 ～ 5 倍に
増加した。

2．がん死亡率の減少率を定量し反映させた
全体目標（がん死亡率の減少）の設定（表 1）

　がん年齢調整死亡率の推移はほとんどの
県で観察されていたが、その自然減の算定
を実施したのは 2 府県のみであった。すな
わち、2 府県では、がん死亡率の傾き（年
当たりの変化比や年平均変化率）を算出し、
第二期計画終了年の値が推計されていた。

3．分野別施策の中間目標の設定（表 2）
　分野別施策について、喫煙対策では 47
都道府県で成人喫煙率の現状と目標値の記
述を認めた。肝炎肝がん対策のインター
フェロン治療完遂率については、47 都道
府県で現状が把握されておらず、目標値の
記述は 1 府のみであった。がん検診では、
47 都道府県で受診率の現状および目標値
の記述を認めた。しかしながら、早期診断
割合については、その現状把握を 10 府県

表 1．都道府県がん対策推進計画（第二期）における既存資料 *1 の活用状況
－がんの現状の把握、がん死亡率の減少率を定量し反映させた全体目標（がん死亡率の減少）の設定
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で行うも、いずれの県においても目標値の
記述は認められなかった。がん医療の地域
におけるがん診療連携拠点病院等のカバー
率については、47 都道府県で現状および
目標値の記述が認められなかった。
　分野別施策によるがん死亡率減少効果に
ついては、がん死亡率減少の全体目標をど
の対策でどの程度達成するかのイメージ
図が、1 府で示されていた。しかしながら、
各施策による部位別のがん死亡率減少効果
を、記述した都道府県は認められなかった。

４．考察

　全体目標の一つとして、全ての都道府
県の第二期計画で「がんによる死亡の減
少」が掲げられていることから、46 都府

県で年齢調整死亡率の推移が示されている
も、その自然減の算定は 2 府県のみであっ
た。具体的ながん対策を計画するのに必要
な罹患数／率や進行度、生存率などの地域
がん登録資料の活用については、第一期計
画と比べて大幅に増加した。
　罹患数／率や進行度、生存率などの記述
が大幅に増加した要因として、①がん対策
推進基本計画（第二期）における罹患数と
生存率の記述、②地域がん登録全国推計
値 3,4) の引用、の影響が考えられた。一方、
年齢調整罹患率の推移を観察した都道府県
が 10 県未満と、死亡率と比べて、罹患率
の推移の活用度は乏しかった。死亡率の推
移に対する罹患率の推移の影響を分析する
ことが、がん対策の優先順位の決定に重要
である 5,6) ことから、その認知度を高めて

表 2．都道府県がん対策推進計画（第二期）における既存資料 *1 の活用状況
－分野別施策の中間目標の設定
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いかなければならない。
　分野別施策の目標設定では、「対策によ
る死亡率 10％減少」の試算 7) の前提とな
る中間目標の設定が、喫煙対策の喫煙率を
除き、ほとんどの都道府県で認められな
かった。がん検診の早期診断割合とがん医
療のがん診療連携拠点病院等のカバー率は、
地域がん登録資料を用いて算出可能な指標
である。さらに、がん検診の早期診断割合
は、WHO のガイドライン 8) では短期のア
ウトカム（成果）指標として示されている。
したがって、今後の第二期計画の評価およ
び次期計画の策定では、がん検診における
早期診断割合の積極的な活用が求められる。
特に次期計画の策定では、多くの県の地域
がん登録資料の精度が向上していることか
ら、がん検診の中間目標として早期診断割
合の目標値が設定されるべきである。
　第二期計画における人口動態死亡統計や
地域がん登録資料などの既存資料の利活用
は、第一期計画と比べて進んでいたが、地
域がん登録資料を活用している県の数は、
人口動態死亡統計を活用している県の数と
比べて少なかった。地域がん登録資料から
得られる様々な情報はがん対策を遂行する
上で重要で、また、「がん登録等の推進に
関する法律（平成 25 年 12 月 13 日法律第
111 号）」では、国および都道府県、市町
村のがん対策における全国がん登録データ
の利活用が明記されている。2016 年 1 月
より開始される全国がん登録が注目されて
いる中、数年後の次期計画の策定に向けて、

がん対策における地域がん登録資料を含め
た既存資料の利活用をより一層進めなけれ
ばならない。
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